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良好な居住環境の確保を図ることを目的に、「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」が、2020年6月
12日に可決・成立。マスターリース事業に関しては2020年12月15日に施行、管理業登録は2021年6月15日
の施行で義務化となりました。今回は法律が作られた背景や法律の要点について触れながら、賃貸住宅の管理
業界がどう変わっていくかを予想してみたいと思います。

宅建業とは違った、賃貸住宅管理業が確立。手数料のダンピングで管理受託契約を結んでいい加減
な管理をするような業者はいなくなり、適正価格での管理報酬の推進が図られるようになります。

　オーナーの高齢化や兼業化、管理内容の複雑化などによって、管理業者に
管理業務を委託するオーナーが増加している昨今。しかし、管理業者といっ
てもその質はさまざまで、ずさんなビジネスモデルで多くの投資家を破産に
追い込んだ「かぼちゃの馬車事件」は、大きく世間を賑わすこととなりまし
た。
　この事件でサブリースの問題点が世間に知れ渡ることになったわけです
が、「契約を結べば30年一括借り上げになると理解していたら、空室が増え
ると減額を求められて返済できなくなってしまった」というような相談件数
が増加傾向にあることも明るみに。契約書には家賃が下がる可能性について
小さく記載し、「多分そんなことはないでしょう」と、契約欲しさに適当な対応をされたというケースも報告されてい
ます。 
　「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」は、こういった低質な管理業者を淘汰し、管理業界を良好にしてい
くことを目的に作られた法律と言えます。

　空室があってもオーナーの手に入る賃料 (＝収入 ) が減らない「家賃保証型サブ
リース」を導入し、空室リスクが解消できるという点を前面に出して投資家を勧誘。
しかし、2018 年 1 月には経営危機を理由に賃料を支払わず破産。毎月の家賃収
入で借入金を返済していこうとしていたオーナーの中には、億単位の債務を払いき
れず、自己破産する人も出てしまいました。家賃設定は相場より高いにも関わらず、
シェアハウスのため部屋が狭いという物件を展開。「高い・狭い」が災いして、入
居率は４割程度とサブリースの仕組みは早いうちから崩壊していました。販売会社
による物件購入者の預金通帳の改ざん、施工会社による販売会社へのキックバック、
トンネル会社を使った資金還流など、次々と不正行為が露呈した事件となりました。

トータルでサポートできる管理業者が増える時代に。

法律が作られた背景。

かぼちゃの馬車事件

　法律の施行によって、質の悪い管理業者が淘汰され
ていくのは時間の問題でしょう。残った業者は、国が
定めるレベルには達していることになりますから、次
はその中から選ばれるように努力をしていく必要が出
てきます。
　冒頭でもお伝えした通り、オーナーの高齢化や兼業
化で管理業者に求められることが幅広くなってきた時
代でもあります。今後はそのニーズに応えるべく、募
集、空室対策、物件の維持・管理、リフォーム対応、
賃貸経営診断や相続対策、日々の入居者対応など、賃
貸経営に関わる全てのことが代行できる業者が増えて
いくものと思われます。
　「長い付き合いや知人の紹介、施工会社の斡旋というような繋がりで管理業者を決める」というより、管理業者の
選択基準において、サービスの質が高いかどうかが重要視されるようになることが予測されます。これまで以上に
他社との差別化、プラスアルファの提案が問われるようになることは認識しておきましょう。

※掲載内容は、2021年6月現在のものです。
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  適正化に関する法律」の概要と
  施行後の予測！

「賃貸住宅の管理業務等の
  適正化に関する法律」の概要と
  施行後の予測！

骨子は「管理業務の適正な運営」と「借主と貸主の利益保護」。

契約後のトラブルに発展しないよう、勧誘時や契
約時に一定のルールが設けられました。

事実と異なるような誇大広告は禁止
勧誘時に、家賃の減額リスクなど重要な事項を告げ
ない、事実と違うことを告げる行為は禁止
管理受託契約締結前に、家賃、契約期間等を記載し
た書面を交付して説明

特定賃貸借契約（マスターリース契約）の
適正化のための措置等の概要

(施行：2020年12月15日)

質の悪い管理業者の淘汰と業界全体の健全化を
目指して、登録の義務化などが導入されました。

管理戸数200戸以上の場合は、国土交通大臣の登録
が義務に。テナント管理や家賃回収のみを行う場合
は含まれず、更新は5年ごと
各営業所もしくは事務所には業務管理者を1名以上
配置
ガイドラインには、「賃貸不動産経営管理士」が重要
事項説明をすることが望ましいと記載あり
管理業者の家賃等使い込みを防ぐべく、財産の分離
管理が必須に
オーナーへの定期報告が義務化

賃貸住宅管理業を営む者に係る
登録制度の創設の概要

(施行：2021年6月15日)
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良好な居住環境の確保を図ることを目的に、「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」が、2020年6月
12日に可決・成立。マスターリース事業に関しては2020年12月15日に施行、管理業登録は2021年6月15日
の施行で義務化となりました。今回は法律が作られた背景や法律の要点について触れながら、賃貸住宅の管理
業界がどう変わっていくかを予想してみたいと思います。

宅建業とは違った、賃貸住宅管理業が確立。手数料のダンピングで管理受託契約を結んでいい加減
な管理をするような業者はいなくなり、適正価格での管理報酬の推進が図られるようになります。

　オーナーの高齢化や兼業化、管理内容の複雑化などによって、管理業者に
管理業務を委託するオーナーが増加している昨今。しかし、管理業者といっ
てもその質はさまざまで、ずさんなビジネスモデルで多くの投資家を破産に
追い込んだ「かぼちゃの馬車事件」は、大きく世間を賑わすこととなりまし
た。
　この事件でサブリースの問題点が世間に知れ渡ることになったわけです
が、「契約を結べば30年一括借り上げになると理解していたら、空室が増え
ると減額を求められて返済できなくなってしまった」というような相談件数
が増加傾向にあることも明るみに。契約書には家賃が下がる可能性について
小さく記載し、「多分そんなことはないでしょう」と、契約欲しさに適当な対応をされたというケースも報告されてい
ます。 
　「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」は、こういった低質な管理業者を淘汰し、管理業界を良好にしてい
くことを目的に作られた法律と言えます。

　空室があってもオーナーの手に入る賃料 (＝収入 ) が減らない「家賃保証型サブ
リース」を導入し、空室リスクが解消できるという点を前面に出して投資家を勧誘。
しかし、2018 年 1 月には経営危機を理由に賃料を支払わず破産。毎月の家賃収
入で借入金を返済していこうとしていたオーナーの中には、億単位の債務を払いき
れず、自己破産する人も出てしまいました。家賃設定は相場より高いにも関わらず、
シェアハウスのため部屋が狭いという物件を展開。「高い・狭い」が災いして、入
居率は４割程度とサブリースの仕組みは早いうちから崩壊していました。販売会社
による物件購入者の預金通帳の改ざん、施工会社による販売会社へのキックバック、
トンネル会社を使った資金還流など、次々と不正行為が露呈した事件となりました。

トータルでサポートできる管理業者が増える時代に。

法律が作られた背景。

かぼちゃの馬車事件

　法律の施行によって、質の悪い管理業者が淘汰され
ていくのは時間の問題でしょう。残った業者は、国が
定めるレベルには達していることになりますから、次
はその中から選ばれるように努力をしていく必要が出
てきます。
　冒頭でもお伝えした通り、オーナーの高齢化や兼業
化で管理業者に求められることが幅広くなってきた時
代でもあります。今後はそのニーズに応えるべく、募
集、空室対策、物件の維持・管理、リフォーム対応、
賃貸経営診断や相続対策、日々の入居者対応など、賃
貸経営に関わる全てのことが代行できる業者が増えて
いくものと思われます。
　「長い付き合いや知人の紹介、施工会社の斡旋というような繋がりで管理業者を決める」というより、管理業者の
選択基準において、サービスの質が高いかどうかが重要視されるようになることが予測されます。これまで以上に
他社との差別化、プラスアルファの提案が問われるようになることは認識しておきましょう。

※掲載内容は、2021年6月現在のものです。

「賃貸住宅の管理業務等の
  適正化に関する法律」の概要と
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1-2 …  特集　トレンドコラム
3 …  information
4 …  暑中お見舞い申し上げます
4 …  事務局からのお知らせ

5-6 … 不動産流通関連サイトのお知らせ
7 … 業界の「いま」を知る　

大阪宅建☆ハイライト
8 … 関連団体の動き

9-10 … 規約違反事業者に対する措置の厳罰化
について

11 … インターネット広告における「架空の
建築確認番号」の記載について

12 … 大阪をひとめぐり　
どこっち？たくっち！

12 … 名探偵たくっち Vol.24
～順番あての謎～

13-15 … 不動産取引Q&A 
～たくっちの実務ノート～

15 …  会員業者限定　
弁護士による無料法律相談

16 …  賃貸管理業実務セミナーのご案内
17-18 … TAKTAS.徹底解剖 

Vol.4 加盟店交流会
19 … 宅地建物取引業人権推進員

「養成講座」のご案内
20 …（取引士センター）講演録出版のご案内

裏表紙 … 研修インストラクター見学者の募集
“研修インストラクターを
　　　　　　　 めざしませんか？”

   information

令和３年版　
「あなたの不動産 税金は」冊子封入のお知らせ
買う前に、売る前に、貸す前に、この1冊！
税金アドバイスのパートナーに！

税金解説書　「あなたの不動産　税金は」を本誌に同封しておりますので、
日々の不動産業務やお客様へのご進呈用にご活用ください。
追加でご希望の方は本部事務局で１冊180円（税込）で販売しています。

　　   本部事務局（会員支援課）　☎06-6809-4461

　　　 ※事前に営業時間・在庫を確認の上、ご来館をお願いします。
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たくっちマガジン７・８月合併号について
本号は７月・８月の合併号となり、次号は９月号（９月下旬発刊予定）です。

令和３年夏季休暇について
★ 本部事務局

８月12日（木）から17日（火）まで業務を休止いたします。
★ 咲洲不動産・開業無料相談所

８月12日（木）から17日（火）まで業務を休止いたします。
★ 不動産無料相談所

８月10日（火）から18日（水）まで休館いたします。

近畿レインズIP型システム休止期間について
８月14日（土）から17日（火）まで、すべてのサービスを休止いたします。
※詳しくは、以下の近畿レインズ会員のページをご確認ください。（要ログイン）

http://www.member.kinkireins.or.jp/system_info/?p=1441

事 務 局 か ら の お 知 ら せ

暑中お見舞い申し上げます暑中お見舞い申し上げます
　盛夏の砌、会員の皆さま方にはますますご健勝のこととお慶び

申し上げます。

　平素は、大阪宅建協会の諸活動にご協力、ご理解を賜り、

有難うございます。　

　さて、私たち不動産業者を取り巻く環境は、大手不動産企業や

他業種からの参入の脅威など、厳しい状況が続くなか、新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴う、社会の生活様式の不可逆的な変化やオンライン化の波が不動産業界

にも押し寄せ、不動産取引のリモート化、DXへの取組みが急速に拡大しています。

　さらに、本年６月には「賃貸住宅の管理業務の適正化に関する法律」が完全施行さ

れ、「賃貸不動産経営管理士」の国家資格化と、賃貸住宅管理業の社会的認知度向上

と健全な発展を目指した登録制度の創設は、不動産業界が新たな成長ステージに立ったものと解することが

できます。

　このような中、地域に根差したビジネスを展開する私たち、不動産業者に求められる役割は、その地域の

情報や企業と顧客のニーズを把握して、深い知見に基づいた確かな専門サービスを柔軟に提供していくこと

ではないでしょうか。　

　そのために、大阪宅建協会ではまず、デジタル化の促進・会員ネットワークの強化・事業のスマート化を

３本の戦略に掲げ、会員のための組織運営を念頭に、不動産業者のニーズから誕生したボランタリーチェー

ン「TAKTAS.」を創設、会員のビジネスサポートを推し進めるべく、新サービスの提供を開始いたしました。

　会員の皆さまが仲間と課題を共有し、解決策の手がかりを共創し、顧客に対してより良いサービスを実現

させるための、アイデア・ツール・チャンスの拡充に余念がありません。

　それは私たちが、地域に活気をもたらせ、まちの価値を向上させるという難易度の高い社会の課題に取り

組んでこそ、不動産業界に対する信頼を高め、ひいては宅地建物取引業者の社会的地位の向上に寄与するも

のと確信するためです。

　しかしながら、最も大切なことは、大阪宅建協会と会員が結束すること、つまり、会員の皆さまにこれら

の取組みを共感いただき、一丸となってこの「しあわせなまちづくり」が成就できるよう、皆さま方のお力添

えをお願い申し上げます。

　暑さ厳しき折柄、会員の皆さま方におかれましては、くれぐれもご自愛のほど、心よりお祈り申し上げます。

会長　高村　永振
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   不動産流通関連サイトのお知らせ

　７月１日（木）より、会社情報（会員情報）として設定いただける特徴項目へ、業態情報として
新たに13の業態を設定いただけるように項目を追加いたしました。

　お手数ですが、是非とも会員ページ内「会員情報の設定」より項目の設定を見直していただきますよう、
よろしくお願い申し上げます。

【大阪宅建Web】会社情報の設定項目に業態情報を追加いたしました！！

※ 設定いただいた情報は、「会員検索」（一般ページ）及び「会員名簿ダウンロード」
　　  （会員ページ）の検索条件や会社情報へ反映されます。

【追加となる特徴項目：13業態】
居住用売買仲介 事業用売買仲介 居住用売買・再販 事業用売買・再販

建売 開発 居住用賃貸仲介 事業用賃貸仲介

管理業 オーナー業 建築リフォーム 設計鑑定

コンサルや投資事業

メニューの「会員情報の管理」を開き、
画面下部の「次へ」にて画面を切り替え、
該当項目にチェックを付けていただき、
画面下部の「更新」より情報の登録を行って
いただきますようお願いします。

こまめな更新
が大切っち♪
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　2022年１月より、「東日本・中部」・「近畿」・
「西日本」の３つのシステムに分かれていたレイン
ズが統合され、１つのシステムを共同利用するこ
ととなります。

　それに伴い、現行のシステムから“廃止”や
“変更”となる機能・システム・フリーソフト等が
ございますので、本号よりあらためて順次、ご案
内させていただきます。

【重要】近畿レインズは２０２２年１月より新システムへ変わります！！

　　　新システムの稼働後、廃止となる機能
FAX配信機能 （日報・登録証明書・在庫物件一覧など）
図面作成機能　※代替として、Excel形式の図面テンプレートを６月23日より提供開始
日報検索　※類似機能である「マッチング検索」に統合
フリーワード検索 （物件検索機能の一部）
マッチング物件通知メール
物件概要書
業務支援アプリケーション （まどりっくすAD- １、図面ファイル変換ソフト）

 ※各機能の廃止理由等については、2021年１・２月合併号をご参照ください。

　　　新システムの稼働後、変更となる機能①
システム稼働スケジュールの変更
夏期休止および毎月末の登録系業務停止を廃止します。（年末年始のみ休止）
課金清算方法の変更
利用料の「精算」処理を廃止します。累積した利用料は、「精算」処理をしなくても
一定の利用額等の条件を満たすと自動的に請求されるようになります。

「物件再登録」業務の変更
物件掲載期間を延長する際に利用する「物件再登録」の業務名は「物件更新」に変わります。
また、物件更新を行った際は、物件番号は変わりません。

　　　

現在 　　新システム（2022年１月～）

業務名 物件再登録 物件更新

処理内容 物件掲載期間を延長する　
物件番号は新たに取得する

物件掲載期間を延長する
物件番号は変わらない　

―次号【新システムの稼働後、変更となる機能②】へつづく！

　　新システム（2022年１月～）

新システム  について
2022年１月から稼働する新システムの
ベースは、現行の東日本・中部レイン
ズのシステム（全国データベース）とな
ります。



7

宅建NEWS 7・8 月号
2021宅建NEWS

   業界の「いま」を知る！ 大阪宅建 ☆ ハイライト

新入会員（2021年５月度）
支　部 商　号 氏　名 事務所所在地 電話番号 免許番号

新大阪

㈱エスアール・プロパティ 樫 根　 啓 人 淀川区西中島1-9-28　ボアソルテ1011 06-6195-7335 ①62424

かねみや事務所 金 宮　 龍 也 淀川区十三元今里1-4-1-201 06-4862-7583 ①62631

コーケンサービス㈱ 髙 田　 良 章 淀川区東三国2-34-4 06-6394-5056 ①62570

㈲牧野 牧 野　 峰 日 東淀川区井高野3-2-46 06-6340-7174 ①62638

住プランニング㈱ 栗 岡　 豊 彦 東淀川区菅原4-1-22 06-6795-9057 ①62681

北

BASE  LAB 川 崎　 貴 志 都島区都島南通2-4-14　TSビル303 06-7777-4001 ①62443

㈱サンクリエイト 鳥 居　 義 隆 北区天神橋2-5-25 06-6940-0702 ①62635

㈱大阪駅前不動産 野 口　 英 譲 北区梅田1-1-3-200 06-6147-8455 ①62665

㈱エムテックリフォーム 宮 本　 亮 二 西淀川区御幣島6-11-46-111 06-6476-7222 ①62637

㈱ユーオービット 中 川　 千 穂 都島区都島本通1-6-19　リンクビル都島本通1F 06-6180-4817 ①62636

エステート 大 曽 根　 直 紀 北区西天満1-2-5　大阪JAビル13F 06-6315-8141 ①62577

中央

㈱Core 中 松 尾　 征 典 中央区谷町3-1-11 06-4792-8739 ①62624

㈲アドバンス 柴 崎　 翔 太 中央区難波4-5-30 06-6645-0003 ①62625

㈱ファステートヴィンテージ 有 田 　 優 中央区博労町3-5-1 06-6214-5610 ①62695

西

㈱FIFTH REALTOR 沼 田　 行 正 西区南堀江2-11-7 06-6532-0551 ①62682

㈱アジアトラスト 桑 村　 大 地 西区京町堀2-2-5　OPUS-1,601 06-6225-0005 ①62721

㈱BASEエステート 横 山　 宗 平 西区新町1-8-6 06-7777-0256 ①62731

㈱住まいるプロパティ 鳴 尾　 博 之 西区北堀江1-5-2-1010 06-6534-6022 ①62702

なにわ南

㈱三島商店 三 島　 晃 一 住吉区我孫子5-10-10 06-6693-8710 ①62560

㈱アリー不動産 出 口 貴 美 子 住吉区東粉浜3-18-3 06-7509-6740 ①62691

㈱ツール 菊 月　 義 哲 西成区出城3-4-23 06-6562-1313 ①62698

㈱サジタリアス 高 　 文 武 住吉区長居東4-15-20　第二紀和マンション103 06-6599-9382 ①62647

なにわ京阪
㈱PLUS ONE 岡 本　 ち ひ ろ 旭区新森7-16-11 06-6958-4305 ①62656

アスカインベストメント㈱ 桝 谷　 貴 洋 城東区野江1-1-8 06-7410-8144 ①62680

なにわ東
KYO㈱ 韓 　 京 京 天王寺区松ケ鼻町10-9 06-7501-9415 ①62677

㈱リアルブレイン不動産鑑定 嶋 田　 謙 吉 天王寺区上本町1-1-20 06-6768-0061 ①62548

なにわ阪南
㈱夢工房 福 本 　 誠 阿倍野区王子町2-17-26 06-6625-5621 ①62571

㈲ヤマヤスハウジング 山 本　 成 子 東住吉区公園南矢田2-17-15 06-6115-7100 ①62715

北摂

シンシアライヴ㈱ 宇 田　 浩 臣 豊中市蛍池東町3-3-18　ヴィラージュ大東302 06-6151-3951 ①62641

㈱マリオネット 筒 井　 則 代 箕面市坊島3-20-1 072-722-8498 ①62646

東京リアルエステート㈱ 松　 慎 之 助 豊中市北桜塚4-17-18 070-8552-9038 ①62709

北大阪

森本木材㈱ 森 本 　 稔 高槻市別所新町2-35 072-683-7272 ①62588

㈱ピース 横 田　 啓 孝 吹田市佐井寺2-21-18 06-6310-0250 ①62660

合同会社朋友 藤 尾　 大 輔 高槻市西町28-33 072-628-4683 ①62668

㈱ピースフルハウス 亀 川　 司 久 磨 吹田市江の木町13-9　江坂シビル館Ⅱ201 06-6155-7137 ①62705

京阪河内

エスワイズクリエイション㈱ 奥 戸　 政 史 枚方市桜町5-18 072-894-8773 ①62435

スマイルフィット45 小 林　 賢 司 枚方市東山1-55-1　エストモンタニュ 101 072-807-7255 ①62737

ルピナス合同会社 齋 藤　 信 行 門真市沖町16-8 072-200-3041 ①62658

東大阪八尾 ㈱OnLine 横 山　 智 和 東大阪市小阪本町1-2-6 06-6730-7778 ①62741

泉州
ヒデ・ドットコム㈱ 堀 田　 宏 冶 岸和田市土生町7-13-8 072-426-5519 ①62661

Gフィールド㈱ 河 野　 文 昭 阪南市箱作3505-4 072-473-0500 ①62690

2021年5月末現在の会員数は  正会員　8,253名　準A　677名　準B　5,196名
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関連団体の動き

　　　　取引士センター 決算理事会・臨時理事会を開催

　一般財団法人大阪府宅地建物取引士センター（高村永振理事長）では、６月７日（月）に
Web会議により決算理事会を開催され、令和２年度事業報告及び決算など６件の議案が
決議されました。
　また、24日（木）には、理事の任期満了に伴う臨時理事会をWeb会議により開催され、
高村永振氏（一般社団法人大阪府宅地建物取引業協会会長）が引き続き、理事長に選定され
ました。

　　　　近畿公取協 定時社員総会を開催

　公益社団法人近畿地区不動産公正取引協議会（柴田茂德会長）では、６月22日（火）に
「ホテルグランヴィア大阪」にて、定時社員総会が開催されました。

　　　　流通機構 定時社員総会・理事会を開催

　公益社団法人近畿圏不動産流通機構（高村永振会長）では、６月18日（金）に「コンラッド
大阪」にて、定時社員総会及び理事会が開催されました。
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～綱紀自主規制委員会からのお知らせ～
　（公社）近畿地区不動産公正取引協議会（公取協）が講じた措置件数及び違約金課徴の広告事例について、
一部抜粋して紹介します。
　近年、公取協では、事業者名の公表等、規約違反事業者に対する措置の厳罰化が進んでおりますので、
今一度、自社の広告表示を見直し、「不動産の公正競争規約」その他関係法令の遵守をお願いいたします。

令和２年度　規約違反に対する措置区分・件数

   規約違反事業者に対する措置の厳罰化について

令和２年度　規約違反に対する違約金課徴の広告事例（抜粋）

　 □措置日　令和２年９月７日

Ａ社：大阪市中央区所在　免許更新回数（1）
≪措置：厳重警告・違約金、義務講習会受講≫　
対象広告：ポータルサイト

賃貸住宅２物件
■おとり広告（架空物件）
◎賃貸住宅の広告を行っていたが、広告掲載の住戸を特定することができず、顧客を案内することはで

きないことから、取引不可（２物件）。

　　　　　　　　　媒体
区分　　　　　　　　

インターネット チラシ等

厳重警告・違約金課徴 ２３社 ―

警 　 告 ２９社 ―

注 意 等 ３０社 ４社

小 　 計 ８２社 ４社

計 ８６社

効果的なインターネット広告も、適切なメンテナンスを行わない
と、「おとり広告」とみなされてしまうことも・・・！

確認が必要っち！
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■取引内容の不当表示
◎「住宅保険１円／－年」と記載　⇒　1.7万円／２年間（１物件）

　 □措置日　令和２年９月７日

Ｂ社：大阪市東成区所在　免許更新回数（４）
≪措置：厳重警告・違約金、義務講習会受講≫　
対象広告：ポータルサイト

賃貸住宅１物件
■おとり広告（契約済み物件）
◎既に契約済みで取引できないにもかかわらず、新規に情報公開を行い、7か月半継続して広告。
■取引条件の不当表示
◎「賃料　13,000円」と記載　⇒　56,080円

 □措置日　令和２年10月30日

Ｃ社：大阪市中央区所在　免許更新回数（1）
≪措置：厳重警告・違約金、義務講習会受講≫　
対象広告：ポータルサイト

賃貸住宅５物件
■おとり広告（架空物件）
◎物件資料を有しておらず、広告掲載住戸の特定及び顧客の案内はできないことから、取引不可の物件

に該当（５物件）。
■表示基準違反
◎「取引形態　一般」　⇒　媒介（仲介）の文言不表示（５物件）。
■必要な表示事項
◎宅建業法による免許証番号について、実際とは異なる番号を表示（５物件）。
※Ｃ社は令和元年７月１日及び令和２年１月17日に当協議会から違約金課徴の措置を受けている。

□措置日　令和３年１月７日

Ｄ社：大阪府堺市所在　免許更新回数（１）
≪措置：厳重警告・違約金、義務講習会受講≫　
対象広告：自社ホームページ

賃貸住宅１物件
■おとり広告（契約済み物件）
◎新規に情報公開後に契約済みとなり、取引できないにもかかわらず、52日間、継続して広告。
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（公社）近畿地区不動産公正取引協議会からのお知らせ

　近年、当協議会は構成団体と共に、“インターネット広告の適正化”を最重要課題に掲げ事
業活動に取り組んでいます。

　また、インターネット広告における不当表示等の抑止効果を高めるため、主要なポータル
サイト運営会社等と連携し、厳重警告・違約金課徴の対象事業者については掲載停止等の施
策を講じるとともに、必要に応じて、対象事業者の名称と違反概要等もホームページにおい
て公表しています。

　しかしながら、最近のインターネット広告において、「架空の建築確認番号」の記載に関す
る申告が当協議会に寄せられております。

　インターネット広告に「架空の建築確認番号」を記載することは、建物の建築確認を受けて
いないため、不動産の表示に関する公正競争規約（以下「表示規約」という。）に基づく、広告表
示の開始時期の制限の規定に違反するばかりではなく不当表示にも該当することとなります。
　さらに、売主が売地または中古住宅として取引しているものを勝手に「新築住宅」と記載す
る場合は、きわめて悪質な不当表示と考えます。

　つきましては、標記の表示規約違反を未然に防止するため、表示規約を遵守し、適正な広
告表示を行っていただきますようお願い申し上げます。

＜本件に関するお問合せ先＞
公益社団法人近畿地区不動産公正取引協議会
TEL：06-6941-9561

インターネット広告における「架空の建築確認番号」の記載について
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   大阪をひとめぐり  どこっち？ たくっち！   

名探偵たく
っちV

ol.24

偵たくっ
ちVoVoV

l.24

5 鉢の朝顔が並んでいます。朝顔はそれぞれちがう人が育てているものです。
ヒントを参考に並んでいる順番を考え、真ん中の朝顔を育てている人を答えてください。Q.

24 プレゼントをリニューアル！

ヒントを参考に並んでいる順番を考え、真ん中の朝顔を育てている人を答えてください。

プレゼント

（一社）大阪府宅地建物取引業協会「名探偵たくっち」係
ＦＡＸ：06-6809-4462
Webフォーム：https://forms.gle/S3Co9jMK3ETfKycj7
2021年8月27日（金）23:59受付分まで有効とし、商品の発送を
もって当選者の発表とさせていただきます。
ご記入いただいた個人情報は商品発送のために使用いたします。

正解者の中から抽選で2名様に、「JCBギフトカード5，000円分」をプレゼントします。パズルの解答・会社名・
氏名・郵便番号・住所・電話番号を明記のうえＦＡＸまたはWebフォームで右記宛先までご応募ください。

〒

氏　　名

住　　所

電話番号

会 社 名

鉢の朝顔が並んでいます。朝顔はそれぞれちがう人が育てているものです。
ヒントを参考に並んでいる順番を考え、真ん中の朝顔を育てている人を答えてください。

リニューアルリニューアルリニューアル！！

ヒントを参考に並んでいる順番を考え、真ん中の朝顔を育てている人を答えてください。

JCB
ギフトカードを
2名に進呈

解答
Ａ
前回の答え

合唱

Webフォームはこちら

アキラとユウヒの朝顔の間に、朝顔が１鉢あります。
メグミの朝顔は端っこにあります。
トオルの朝顔は右から二番目にあります。
ユウヒとナツキの朝顔は隣り合っていません。

ヒント

右左

※　令和３年７月１日現在の情報です。
開催日時 雨天時 開催支部 会場 所在地／予定イベント たくっち

9月18日（土）
時間未定 未定 泉州 泉州不動産会館 岸和田市上町9-4

不動産無料一般相談

9月23日（木・祝）
10:00 ～ 15:00 決行 北大阪 北大阪支部事務所 茨木市駅前3-7-1

不動産無料一般相談・記念品配布

10月3日（日）
10:00 ～ 16:00 決行 北摂 阪急岡町駅西側広場

北摂不動産会館
豊中市岡町2-3

不動産無料一般相談・記念品配布・献血活動

10月7日（木）
10:00 ～ 15:00 決行 なにわ東

うえほんまち
ハイハイタウン
イベント広場

天王寺区上本町6-3-31
不動産無料一般相談・記念品配布・献血活動

10月17日（日）
11:00 ～ 16:00 中止 中央 難波宮跡公園

中央区民まつり
中央区法円坂1-6

不動産無料一般相談・記念品配布・物件検索

10月24日（日）
10:00 ～ 16:00 決行 堺市 堺市不動産会館 堺市堺区市之町東1-2-14

不動産無料一般相談・記念品配布

＊献血には採血基準があります。詳細は支部にお尋ねください。
＊たくっちの出演時間等については、該当支部にお尋ねください。
＊社会情勢により、変更の可能性がございます。

不動産無料一般相談フェア
を開催します
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   不動産取引Q＆A　～ たくっちの実務ノート ～

境界線上の塀の越境とその説明をしなかった売主、媒介業者の責任

当社は、確定測量図のある土地について、その図面をもとに実測売買方式で媒介をした。
ところが、隣地との境界線上に隣地の所有者が所有するコンクリート塀が建てられていたため、買主への
境界明示の段階になって、そのコンクリート塀の半分が本件の土地部分に越境していることが判明した。
買主は、そのことについて事前に説明を受けていなかったため、コンクリート塀の敷地外への移設（移動）
を主張しているが、隣地の所有者がその主張を受け入れなかった場合、買主は、コンクリート塀の越境を
理由に、売買契約を解除することができるか。売主に対する違約金の請求についてはどうか。この場合の
媒介業者の責任はどうなるか。

Question

事　実　関　係
  当社は、買主側の媒介業者として、既存の確定測
量図をもとに、200㎡の土地を実測売買方式により
媒介したが、買主に対する境界明示の段階になって、
隣地のコンクリート塀の半分が本件の土地側に越境
していることが判明した。
 （右図参照）

　なぜこのような事態になったのかを売主側の媒介業者に確認したところ、売主（宅建業者）が本件の土地を取得
する際、すでに確定測量がなされていたために、“現状有姿売買”ということで、境界の問題を安易に考え、特に
塀の越境について注意もせず、そのために越境の事実を売主側の媒介業者に伝えていなかったことが原因である
ことが判った。
　なお、本件のコンクリート塀が隣地の所有者の所有物であることについては、売主（宅建業者）が土地を取得し
た際の売買契約書に、「隣地の所有者が家を建てた際に全額自分の費用で境界線上に建てたこと」が明記されてい
る。そのため、その売買契約書には、「買主［今回の売主（宅建業者）］は、その越境の事実を認め、現状のまま本
件土地の引渡しを受けるものとする。」と定められており、土地の実測図面にも、そのコンクリート塀の中間に境
界があることが界標によって示されている。

1．買主は当社に対し、「重要事項説明義務違反」だと言っているが、そもそもの
責任は売主（宅建業者）と売主側の媒介業者にあり、重要事項説明も、説明書の
作成もすべて売主側の媒介業者が行っているので、当社には重要事項説明義務
違反はないと思うが、どうか。

2．当社が買主に対し責任を取った場合には、当社は、売主や売主側の媒介業者
に対し、その賠償額を求償することができるか。
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Answer

理 由 と 解 説
1.について　　売主である宅建業者や媒介する媒介業者には、不動産取引のプロとして、高度の注意義務が課せ

られており、特に本件のような既存の確定測量図による実測売買の場合には、そのコンクリート塀のどの部分
に境界標（界標）があるのかを、その実測図と現地で確認し、それを契約の前に買主に説明しておく必要があっ
たにも関わらず、売主（業者）も媒介業者も、そのことに何ら注意もせずに、漫然と売買契約を締結し、結果と
して買主に不測の損害を与えることになった。したがって、売主（業者）も媒介業者も共に、買主の被った損害
を賠償する義務がある。なお、本件の売主（業者）の責任と媒介業者の責任は不真正連帯債務の関係になるので、
買主に対しそれぞれがその損害の全額について賠償義務を負うことになる（後記【参照判例】参照）。 

2.について　　後記【参照判例】注書き参照。 
3.について　　本件の売買においては、土地の面積200㎡に対し、コンクリート塀の越境部分はせいぜい１～２

㎡程度のものと考えられる。とすれば、その越境部分があるために買主が契約の目的を達することができない
ということは到底考えられないので、買主からの契約解除は認められないと解される（民法第541条ただし書
き）。 

4.について　　上記のとおり債務不履行が軽微な場合、契約の解除ができないとされており、本件の売買契約に
おいては、違約金の請求は売買契約を解除した上で行うことになっているので、買主が売買契約を解除するこ
とができない以上、違約金の請求もすることができない。 

5.について　　1に同じ。

1.について ― 貴社には重要事項説明義務違反（注意義務違反）がある。
2.について ― 当然にはできないが、応分の求償は可能と考えられる。 
3.について ― 損害賠償請求は認められるが、契約の解除までは認められないと解される。 
4.について ― 違約金の請求は認められないと解される。 
5.について ― 両媒介業者には、各自売主が買主に支払うべき損害賠償額と同額の
　   　　　　  賠償責任があると解される（不真正連帯債務＝後記【参照判例】参照）。

3．買主は、コンクリート塀を隣地に移設（移動）するよう主張しているが、隣地所有者がそ
の移設（移動）を承諾しなかった場合には、買主からの本件売買契約の解除は認められるか。

4．本件売買契約において“売主は買主に対し、無瑕疵・無負担の所有権を移転すること”及び“売
主に契約違反があったときは、売主は買主に対し、損害賠償の予定額として所定の違約金（売買
代金の20％相当額）を支払うこと”となっており、その請求は買主が売買契約を解除した上で行
うことになっている。本件の場合、買主からの違約金の請求は認められるか。

5．本件の問題に対する両媒介業者の責任は、どうなるか。
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監 修 者 の コ メ ン ト

　本ケースの買主が、売買契約を解除できるかという問題は、回答のとおり「できない」と解される。
　ただ、買主が契約締結に際して、“境界あるいは境界上の構築物に特別の関心を示していたこと”が立
証されたということがあり得た場合には、本ケースとは異なる結論になる可能性があるので、媒介にあ
たって注意されたい。
　損害賠償請求は可能であるが、本ケースでの具体的損害は特段の事情の立証がない限り、極めて少額
に止まり、最大でも越境部分の面積に相当する売買代金額であると考えられる。
　なお、１に関して、たとえ売主側の媒介業者が重要事項説明書の作成と説明を行ったとしても、買主
側の媒介業者が責任を免れるわけではない。買主と媒介契約を締結し、買主に不測の損害を被らせない
ようにする義務を第一次的に負っているのは、あくまでも買主側の媒介業者である。
　また、２の求償については、売主、両媒介業者の三者の過失割合によって負担額が決定されることに
なるが、本ケースでは、売主が買った際の売買契約書に越境の事実がそもそも明記されていたというの
であり、売主と売主側媒介業者の責任は買主側媒介業者より、はるかに重いと考えられる。

2104-B-0287掲載日：2021年4月　公益財団法人不動産流通推進センター「不動産相談」より引用   ※参照条文は当時のものです。 

■民法第225条（囲障の設置） 
①２棟の建物がその所有者を異にし、かつ、その間に空地があるときは、
各所有者は、他の所有者と共同の費用で、その境界に囲障を設けることが
できる。 
②当事者間に協議が調わないときは、前項の囲障は、板塀又は竹垣その他
これらに類する材料のものであって、かつ、高さ２メートルのものでなけ
ればならない。 
■同法第226条（囲障の設置及び保存の費用） 
前条の囲障の設置及び保存の費用は、相隣者が等しい割合で負担する。 
■同法第227条（相隣者の１人による囲障の設置）
相隣者の１人は、第225条第２項に規定する材料より良好なものを用い、
又は同項に規定する高さを増して囲障を設けることができる。ただし、こ

れによって生ずる費用の増加額を負担しなければならない。 
■同法第541条（催告による解除） 
当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間
を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、
契約の解除をすることができる。ただし、その期間を経過した時における
債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるとき
は、この限りでない。 
■同法第564条（買主の損害賠償請求及び解除権の行使） 
前二条の規定（注：買主の追完請求権、代金減額請求権）は、第415条の規
定による損害賠償の請求並びに第541条及び第542条の規定による解除権
の行使を妨げない。

大阪高判昭和58年７月19日（要旨） 
　買主が、売主である宅地建物取引業者から媒介業者の媒介で土地を買い
受けたところ、当該土地に建築規制が存在していたために購入目的である
建物の建築ができなくなった事案において、判例は、建築規制の説明義務
は土地売買に付随する売主としての当然の義務であり、買主は売主（業者）
に対し説明義務の不履行を理由として売買契約を解除し、損害賠償を請求
することができるとともに、媒介業者に対し重要事項説明義務違反による
不法行為により損害賠償を請求することができるのであって、両者はいわ
ゆる「不真正連帯債務（注）」の関係にあるとしている。
　(注)　たとえば、友人同士２人が賃貸マンションを借りたとする。この

場合、２人には共同賃借という主観的関連があるので、このような主観的
関連のある債務（この場合、「賃料債務」など）を「連帯債務」という。これに
対し、本件の判例のような場合には、売主の損害賠償債務と媒介業者の損
害賠償債務は偶然に発生したものに過ぎず、両者の間には主観的関連がな
い。このような主観的関連のない債務を「不真正連帯債務」といい、この２
人の間には連帯債務者間にはある「負担部分」というものがなく、それを前
提とする「求償権」もないので（同法第442条第１項）、それぞれが債務の全
額を負担する責任が生じ、そのうえで当事者間で負担割合を話し合うこと
になる。

参 照 条 文

参 照 判 例
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賃 貸 管 理 業 実 務 セ ミ ナ ー 受講料
無料

賃貸住宅管理業適正化法の全面施行により
大きな転換期を迎える賃貸管理業界において、登録業者には様々な義務が課されます。
制度概要等について学ぶことが出来る貴重な機会となっております。

日　時：令和３年８月30日（月）　13時30分～16時 〈予定〉
形　式：対面及びZoomライブ配信
　　　　　対面会場：大阪府宅建会館２階会議室（大阪市中央区船越町2-2-1）

対　象：全宅管理大阪府支部会員、大阪宅建会員
定　員：対面50名、　Zoom  100名 （いずれも先着順）
受講料：無料
備　考：新型コロナウイルスの感染状況によっては、Zoomライブ
　　　　配信のみもしくは順延に変更する可能性があります。

第１部　賃貸住宅管理業適正化法の概要について
本年６月15日に全面施行された適正化法の概要について、法制化に向けた国交省の検討会にも
参画された賃貸不動産管理業のプロ集団・全宅管理の佐々木会長が解説を行います。

第２部　管理会社のリスクマネジメント ～契約上、災害発生時、事故物件対策等～
管理会社の業務における、契約上や災害発生時、事故物件対策等におけるリスクマネジメント
等に関してこれまでの実務も交えて、注意すべき点等について解説を行います。

申込書 下欄に必要事項をご記入のうえFAXにてお送りください。【送付先FAX番号】  06-6809-4462

会　社　名

受講者名

免許番号 大臣・知事（　　　）

電話番号

参加方法
（いずれか）

FAX番号

※定員を超えた場合のみご連絡差し上げます。

（フリガナ）

主催：一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会  大阪府支部
　　　　　　　 　　　　　　　お問合せ：事務局（担当：花立、上田）　☎06-6809-4461

対面　　・　　Zoom 　　　（Zoom参加の方はID・PASSを後日FAX致します。）

メール
   アドレス

お申込み 右QRコード（申込みフォーム）もしくは　以下申込書（FAX）よりお申し込みください。

https://forms.gle/g93i9etWpCBAGWLg6

■講師：（一社）全国賃貸不動産管理業協会　　会長    佐々木 正勝氏



17

宅建NEWS 7・8 月号
2021宅建NEWS



18

7・8 月号
2021



19

宅建NEWS 7・8 月号
2021宅建NEWS

  宅地建物取引業人権推進員「養成講座」のご案内

　業界団体で構成する「不動産に関する人権問題連絡会」と大阪府では、宅地建物取引におけるあらゆる
人権問題を解消していくため、「人権推進員」を養成しています。
　この講座では、宅地建物取引業に従事するすべての従業者を対象に、宅地建物取引業を行ううえで理
解しておかなければならない人権問題や法令等について、分かりやすく解説しますのでぜひご参加くだ
さい。

「大阪府宅地建物取引業における人権問題に関する指針」、大阪府の「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」、
「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」､「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」等

その他、詳しくは、大阪府の「宅地建物取引業とじんけん」のWebサイトをご覧下さい。
　＜ http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/sido-jinken/index.html ＞

宅建業者の皆様へ

お申込み方法　
(一社) 大阪府宅地建物取引業協会までお申し込み下さい。
お問い合わせ先：法務部　TEL：０６－６９４１－８１９７

講座内容に関するお問い合わせ先　
大阪府住宅まちづくり部建築振興課　宅建業指導グル－プ
ＴＥＬ：０６－６２１０－９７３４

●　当日は新型コロナウイルス感染症対策として、「マスク着用の徹底」、「消毒用アルコールの設置」、「会場の
換気」、「座席間の距離の確保」等を行います。

●　体調不良（だるい、発熱、咳が出る等）の場合は、参加を自粛いただきますようお願いいたします。
●　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため開催の中止や延期等になった場合、または会場が対応困難

な事態になった場合は、お申込みいただいた方へご連絡させていただきます。
●  身体に障がいなどがあり、手話・要約筆記・車いす補助等をご希望の方は、開催2週間前までにお問い合わ

せください。

開催日：①8月4日(水)、②9月1日(水)、③10月7日(木)、④11月4日(木)、⑤12月1日(水)、
　　　　⑥令和4年2月3日(木)　※各回とも同じ講義内容です（③④⑥は木曜日です！）

時　間：午後1時30分から午後5時まで（受付：午後1時～）
※上記時間すべて受講いただいた方には「人権推進員証」を交付します。

会　場：全日大阪会館（大阪市中央区谷町1-3-26）
　　Osaka Metro谷町線 『天満橋駅』 ３番出口より 徒歩３分

受講料：無　料

令和３年度
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○購入希望の方は、下記申込書に必要事項をご記入の上、FAX してください。（（当当セセンンタターーウウェェブブササイイトトののＷＷｅｅｂｂ申申込込みみペペーー

ジジ（（hhttttpp::////wwwwww..oottcc..oorr..jjpp//ppaaggee//bbooookk//iinnddeexx..hhttmmll））かかららもも、、おお申申込込みみいいたただだけけまますす。。）） 

講講 演演 録録 購購 入入 申申 込込 書書   ◇申申込込日日：：  年年  月月  日日 

((一一財財))大大阪阪府府宅宅地地建建物物取取引引士士セセンンタターー 行行     FFAAXX：：0066‐‐66994444‐‐00226677（（TTEELL：：0066‐‐66994400‐‐00664411）） 

注
文
部
数

民法（物権法等）・不動産登記法改正の動向
（所有者不明土地の利活用の円滑化等について 宅建業者の立場から）

R03年 05月発刊 冊

民法改正リレー講義 第３回：債権法改正総まとめ
－不動産取引での重要ポイントを中心に－

R02年 11月発刊 冊

民法相続編改正
－配偶者居住権の創設と相続税評価を中心に－

R02年 02月発刊 冊

不動産取引に関する最新の裁判例 第２弾 R01年 09月発刊 冊

不動産取引の流れにおける実例と留意点－第６回：決済－ R01年 07月発刊 冊

合計部数 冊 合計金額
(1冊 500円)

円

お 名 前

ご 住 所 〒

日中連絡先 Ｆ Ａ Ｘ

・購入希望の方は上記必要事項をご記入のうえ当センター宛に FAX送信してください。

・お申込みの際にご連絡いただいた個人情報は、出版物の販売以外の目的で使用することはありません。

・書籍と振込用紙を同封しますので、到着後、１０日以内にお振込みください。（手数料はご負担ください。）

※送料は当センターで負担いたします。

「 講 演 録 」 出 版 の ご 案 内

定定価価各各 550000 円円((税税込込)) 

各各 AA44ササイイズズ
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人・すまい・地域をつなぐ懸け橋

協会ＨＰに簡単アクセス

特集　トレンドコラム
　「賃貸住宅の管理業務等の適正化に
　関する法律の概要と施行後の予測」

特集　トレンドコラム
　「賃貸住宅の管理業務等の適正化に
　関する法律の概要と施行後の予測」

7・8
july august

vol.629

2021

vol.6297・82021 （公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
（一社）大阪府宅地建物取引業協会

暑中お見舞い申し上げます　～会長のご挨拶～

不動産取引Q＆A～たくっちの実務ノート～
　　“境界線上の塀の越境とその説明をしなかった売主、媒介業者の責任”

　　　　近畿レインズは２０２２年１月より新システムへ変わります！


